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人間開発部第四グループ

1．案件名

カンボジア 母子保健向上のための調査

2．協力概要

（1）事業の目的

カンボジア全国、特に地方部における安全な母性にかかるサービスの改善について、保健医療従事
者・行政官の能力向上に重点を置いた計画を策定する。

（2）調査期間

2006年5月～2007年4月（12ヶ月）

（3）総調査費用

1.0億円（概算）

（4）協力相手先機関

保健省

（5）計画の対象（対象分野、対象規模等）

（a）調査対象：カンボジア全国（ただしフィールド調査はコンポンチャム州にて実施）

（b）技術移転の対象：保健省、州および保健行政区レベルの保健局職員、保健医療従事者

3．協力の必要性・位置付け

（1）現状及び問題点

カンボジア国（面積181,035km2 人口1,309万人、1人当りGDP$269、経済財務省統計2002）
は、20年にわたる政治的混乱と紛争を経験した後、1991年のパリ和平協定を受け民主国家として歩
み始め、現在は政治的安定と経済の回復により社会は安定化の方向にあるものの、内戦時に医療設
備・人的資源とも壊滅状態にあったため、保健医療の基礎的サービスへのアクセスはいまだ十分とは
いえない状況にある。結果として妊産婦死亡率、乳児死亡率、平均余命、識字率といった社会指標は
近隣諸国の中で最低の水準のままとなっている。

母子保健分野はカ国保健セクターにおいても最重要分野として位置付けられており、JICAは母子保健
分野での人材育成が急務であるとし1995年から母子保健プロジェクトを開始した。以降10年にわた
り国立母子保健センターを通じて人材育成の政策支援、研修機能強化、病院機能強化、HIV母子感染
予防プログラム等の母子保健関連のナショナルプログラムの実施推進などに努め、特に国全体で不足
が著しい助産師については、UNFPA、GTZなど他機関とも連携しつつカリキュラム強化、病院実習の
強化に取り組んだ。

これらの協力は一定の成果を上げ、特に国立母子保健センターのトップリファラル病院および研修セ
ンターとしての機能は十分に強化されたが、その効果はいまだ局地的で、全土を量的にカバーするに
は現在の研修制度では制約がある。また、人材育成以外にも、サービスへのアクセス、保健行政の運
営能力、施設・機材の整備など改善すべき課題が多く、首都と地方の保健サービスの格差が質量とも
に大きいことから包括的に問題解決のアプローチを見いだす必要がある。



このような背景のもと、特に地方部での母子保健水準を向上させるための具体的戦略を策定し、なお
かつ内戦後の復興期から長期的な開発期に移行している中で、日本が果たすべき役割について再検討
することが必要となっている。

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

カンボジア政府による「国家戦略開発計画（NSDP）2006-2010」において、保健医療は貧困削減に
資するという面からも主要セクターと位置付けられており、カンボジア・ミレニアム開発目標
（CMDGs）においても、乳幼児の死亡率低下と妊産婦の健康改善は重点目標とされている。また、保
健省による「保健セクター戦略計画（HSP）2003-2007」においても、母子保健は最優先課題とし
て取り上げられている。

（3）他国機関の関連事業との整合性

カ国保健セクターにおいては、セクターワイドマネジメントにより、保健省や各開発パートナーとの
情報交換・協調が進んでおり、それぞれの活動が競合するというより相互補完的に実施されている。
また、効果が発現するまでに時間のかかる人材育成分野に注力する援助機関は多くない。2006年に
実施される「保健セクター戦略計画」の中間レビューへも各援助機関の参加が想定されており、本件
調査のアウトプットから、JICAが地方での人材育成に関して提言することは、保健省や他の開発パー
トナーから強く期待されている。

（4）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

保健医療は、日本政府の対カンボジア援助方針の重点課題の1つであり、JICA国別事業実施計画にお
いても、保健医療の充実は重点分野と位置付けられている。人・組織・制度の強化を通じて母子保健
サービスの向上を支援する本件は、人的基盤および行政機能強化といった面からも、広く我が国の援
助政策に合致する。

4．協力の枠組み

（1）調査項目

ア．保健セクター全般に関する現状分析（既存資料レビュー）

イ．コンポンチャム州でのフィールド調査（2次データ活用＋1次データ収集）

（ア）地方保健行政の現状、マネジメント能力

（イ）保健医療従事者の資質、配置、勤務環境

（ウ）病院、保健センターでの母子保健サービスの現状

（エ）母親の保健サービスへのニーズ

ウ．地方部における母子保健サービス改善のための評価・分析（複数州での1次データ収集）

（ア）母子保健プロジェクト研修事業の地方部での効果と阻害要因

（イ）地方部での看護学校（RTC）及びリファラル病院等での研修実施能力

（ウ）医療特別機材案件のレビュー

エ．課題・制約要因の抽出・分析に基づく基本戦略の策定

母子保健サービスの改善に必要な（ア）個人（保健医療従事者、行政官）、（イ）組織、（ウ）制
度・社会システム、の各レベルにおける能力向上（キャパシティ・デベロップメント）・勤務環境改
善のための戦略を策定する

オ．改善計画策定

母子保健に係わる保健医療従事者・行政官が、地方において能力を発揮でき、政府系保健医療機関で



働き続けるための仕組みに関して、中長期的視点から、最適な改善策を策定する。またカ国の次期
「保健セクター戦略計画2008～」への提言も行う。

カ．JICA／日本の保健分野の協力プログラム策定

キ．技術協力プロジェクト「HIV母子感染予防プロジェクト（採択名）」に関する詳細計画策定

（2）アウトプット（成果）

（a）計画策定：地方部における母子保健サービス向上のための改善策、次期保健セクター戦略計画へ
の提言、JICAの保健分野の協力プログラム、技術協力プロジェクト詳細計画

（b）技術移転：現状分析、課題抽出、計画策定能力の向上

（3）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

（a）コンサルタント主要分野

総括／保健政策、保健行政・財政・マネジメント、人材育成、母子保健サービス

（b）その他 研修員受入れ

セミナー・ワークショップの開催

5．協力終了後に達成が期待される目標

（1）提案計画の活用目標

策定された改善策が保健省および州・地区レベル保健局、政府系保健医療機関において基本計画とし
て取り入れられ、実施される。

（2）活用による達成目標

（a）母子保健サービスに係る地方保健行政官・保健医療従事者の能力が向上する。

（b）母子保健サービスに係る制度が改善される。

（c）地方部において母子保健関連のサービスが向上する

6．外部要因

（1）協力相手国内の事情

（a）政策的要因：政権交代等に起因する政策変更による提案事業の優先度の低下

（b）行政的要因：保健省内の人事制度・給与規定の変化による計画前提条件の変化

（c）経済的要因：急激な経済状況の悪化に伴う計画前提条件の変化

（d）社会的要因：社会情勢の変化やそれによる治安の急激な悪化

（2）関連プロジェクトの遅れ

特になし

7．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

カンボジアでは人口の約35％が貧困層といわれており、本件では特に貧困層の多い地方・僻地での母
子保健サービスのアクセスを改善し、公平で良質なサービスを提供することに重点を置いている。

8．過去の類似案件からの教訓の活用（注）

改善計画の策定に当たっては、カンボジア側が実施可能な内容となるよう留意し、本開発調査終了後



は計画策定で終わらずに具体的な実施に結びつけられるよう配慮を行う。

9．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

地方部で保健行政官・保健医療従事者の能力が向上したか

個人・組織・制度の各レベルで、能力が発揮できる仕組みが機能しているか

地方部で母子保健サービスが向上したか

（b）活用による達成目標の指標 （いずれも主に母子保健サービスに関して）

計画策定状況及びその質（実施可能性、予算配分との関係等）

予算配分及び執行状況

保健医療従事者に対する指導・監督・研修制度及びその実施状況

公的サービス利用者数（妊産婦健診受診率、専門職の介助による分娩数等）及び満足度

地方における保健医療従事者数、定着率、及び仕事に対する満足度等

（2）上記（a）および（b）を評価する方法および時期

調査終了3年後以降に評価を実施する

（注）調査にあたっての配慮事項


